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 伝統あるフジコー技報に寄稿する機会をいただ

きありがとうございます。 
 
 先日、西日本工業倶楽部において講演する機会

をいただきました。九州沖縄地域の経済成長戦略、

地方創生のこれから、小規模企業振興、アジアを

中心とする中小企業の海外展開などについてお話

しさせていただきました。 
 
 明治初頭から、産業の近代化を率先してきたの

は九州、なかでも北九州地域でありました。西日

本工業倶楽部のある戸畑は、安川敬一郎、松本健

次郎氏をはじめ、多くの産業人が活躍した地域で

す。官営八幡製鐵所が設立する以前から、金属、

エネルギー、鉄道など広い範囲にわたり、その地

の利と人の力が、日本の近代産業の発展を率いた

地域であります。のちに国立大学となる九州工業

大学が、いち早く、私立明治専門学校として設立

されたことは、この地域の産業界のリーダーの先

見性と実行力を象徴するできごとの一つではない

でしょうか。 
 
 北九州は九州で最初に政令指定都市になりまし

た。１９６３年、いまから５０年前のことでした。 
その後の日本は、石炭から石油へのエネルギー転

換が急速に進み、同時に産業公害の問題の深刻化

とその克服という課題もありました。その後の二

度にわたる石油危機と鉄冷え、さらには、１９８

５年９月のプラザ合意は、日本の産業全体を短期

間に変えてしまうできごとでした。その影響をも

っとも大きく受けた地域の一つも北九州地域であ

りました。これまで、幾多のご労苦があったこと

と拝察いたします。 
 

 その間に、目下の課題を解決するとともに、将

来を構想する取組みも進んでまいりました。環境

問題への先進的な取組が評価され、１９９２年に

ブラジルで開催された国連環境開発会議において、

「国連地方自治体表彰」を受賞され、さらには２

００２年に南アフリカで開催された持続可能な開

発に関する世界首脳会議において、「持続可能な開

発表彰」を受賞されました。 
 
 １９９７年には、北九州エコタウン事業が正式

に開始されました。２００１年には、北九州産業

学術推進機構（ＦＡＩＳ）が設立され、将来の産

業の芽を育てる独自の取組が始まりました。来年

には地域に小学校が新設されるほど、周辺地域も

発展しつつあると伺いました。首都圏には、つく

ば研究学園都市、近畿圏には関西文化学術研究都

市がありますが、政令市が単独でこのような取組

を進め、多くの次の世代を中心に発展を遂げつつ

あることは、高く評価されるべき事柄であると思

います。 
 
 最近では、未来の地域エネルギー社会を展望し、

実践するスマートコミュニティ事業、水素社会を

展望した産学官の活動など、環境とエネルギー分

野の先進地域にふさわしい取組も充実しています。

本年８月にはマレーシアのマラッカ州から訪問団
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が来訪し、九州地域との連携のもと、環境先進国

に発展したいとの希望が寄せられました。 
 
 素材産業、エネルギー産業を中核に発展した北

九州地域には、環境意識の高さ、技術開発力、信

頼性の高い生産力を活かして、発展するアジア太

平洋地域と、国内のさまざまな課題に大きく貢献

する地域として発展する時期に至っていると感じ

ております。 
 地域の経済は、多くの要素から成り立っていま

すが、地の利と時の利を活かせるかどうかは、経

営者はもとより、持ち場で働く方々、人を育てる

方々、将来を展望して構想を描いたり、そのため

に必要な技術や知見を調査し、研究開発する方々

にかかっています。 
 
 １９５２年の創業以来、鉄鋼の製造工程におい

て中核的な役割を担ってこられた貴社の歴史に、

新たなページが開かれようとしています。日本で

生まれた光触媒技術を、安価に、広範囲に利用さ

れる製品とサービスに発展させることは、国内は

もとより、環境や医療福祉の問題に直面するアジ

アの多くの方々から喜ばれる取組であります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 優れた技術と生産力をもつ地域の中核企業は、

これまで、その多くが大手事業所との取引を中心

に発展してきました。国内市場とアジア市場を比

較するとき、また、ＩＴ技術の将来を展望すると

き、地域の中核企業はもとより小規模事業者まで、

農林水産業、観光分野まで、海外展開をどう進め

るかが重大な課題になってきています。顧客の声、

市場の声を聞くためのソーシャル・ネットワーク

技術を日々の事業活動に取り入れることが、販路

開拓、さらには経営の向上に必須になっていると

思います。九州出身でこうした分野に強みを持つ

方々、九州に関心をもつ多くの外国の方々との協

働が九州の未来を切り拓く力になるのではないか

と思っております。 
 
「人生意気に感ずべし」 

 職業、立場を越えたことばです。確固たる経営

理念と社訓を大切にする企業には確かな未来があ

ると思っております。厳しい経営環境の下で、一

貫して技術開発と設計力、生産管理に注力されて

きた社の方針が大きく実を結ぶことをお祈りいた

します。 
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【略歴】 
兵庫県芦屋市出身 
東京大学法学部卒業、米国コロンビア大学国際関係学修士 
 

昭和６０年４月 通商産業省入省 

平成１５年 経済産業省産業技術環境局環境経済室長 

平成１９年 中小企業庁経営支援課長 

平成２２年 愛媛県警察本部長 

平成２６年７月 九州経済産業局長 
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